
令和６年度第３回荒川区子ども・子育て会議 

次 第 

 

日 時：令和７年３月２５日（火） 

午後２時３０分～  

会 場：サンパール荒川５階 第７集会室 

 

１ 開 会 

 

２ 委員紹介 

 

３ 議 事 

(1) 令和７年度荒川区の主な子ども・子育て支援施策について 

(2) 荒川区の保育定員等と令和７年４月の認可保育所入所審査結果について 

(3) 令和７年度の学童クラブ利用申請児童数（一次募集）について 

(4) 荒川区子ども・若者総合計画の策定について 

(5) 令和６年度版未来に向けた保育施策のあり方について 

 

４ 閉 会 

 

 

《配付資料》 

資料１ 令和７年度荒川区の主な子ども・子育て支援施策について 

資料２ 荒川区の保育定員等と令和７年４月の認可保育所入所審査結果について 

資料３ 令和７年度 学童クラブ利用申請児童数（一次募集） 

資料４－１ 荒川区子ども・若者総合計画の策定について 

資料４－２ 荒川区子ども・若者総合計画（素案）に対するパブリックコ メント等の 

実施結果 

資料４－３ 荒川区子ども・若者総合計画（概要） 

資料５    未来に向けた保育施策のあり方（令和６年度版）の概要 
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令和７年度荒川区の主な子ども・子育て支援施策について 

 

２ 子育て教育都市 

子育て環境の充実を図り、子育て世代が働きやすく、安心して子どもを生み、育てら
れるまちを目指します。また、心豊かにたくましく学び、生きる子どもを、地域社会全
体で育むとともに、生涯にわたって学ぶことができるまちを目指します。 

（１）産後ケア事業の推進 ３１，４０４千円 
出産後１歳までの母子に対し、医療機関等で助産師等による育児支援や心身ケアを提供する

産後ケアを実施し、母親とその家族が健やかな育児ができる環境づくりを進める。 
 

（２）子どもの居場所づくり事業の拡充及び子ども食堂事業の推進 充  ５６，４３８千円 
区内で学習支援や食事を提供する生活支援などを行っている団体への支援を充実すること

で、地域の力を生かした子どもの居場所づくりを進めていく。 
７年度より、子どもの居場所づくり事業については、保護者に対する養育支援やオンライン

を活用した居場所づくり等を行う団体への新たな支援を行う。 
引き続き、新たな子どもの居場所や子ども食堂の開設支援を行うとともに、当該事業の実施

団体や関係機関で構成するあらかわ子ども応援ネットワークの活動を支援する。 
 

（３）保育所・私立幼稚園等の給食費負担減免 ３２４，５１７千円 
幼児教育・保育の無償化に伴い、実費徴収とされた３～５歳児の保育所の給食費を区独自の

公費負担により無料とし、私立幼稚園等の給食費を月額７，５００円まで無償化する。 
 

（４）とうきょうすくわくプログラム推進事業 新  ４３，５００千円 
東京都が実施している、乳幼児の豊かな心の育ちをサポートするため、主体的・協働的な探

究活動を通じて幼児教育・保育の充実を図る「とうきょうすくわくプログラム推進事業」につ
いて、７年度から荒川区内の保育園でも本格的に実施する。 

 
（５）私立保育園等に対する熱中症対策への支援 新  ２５，７２２千円 

私立保育園等における熱中症対策を支援するため、主に既存空調機器の更新に要する費用の
一部を補助する。  

新︓令和 7 年度新規事業  充︓令和 7 年度充実事業 

令和７年 3 月２５日
令和６年度第３回

荒川区子ども・子育て会議
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（６）子どもの権利擁護事業の充実 充  ９，４７８千円 
一時保護所に入所している子どもが意見表明できる機会の充実や、区内在住、在学、在勤の

１８歳未満の子どもや保護者等を対象とした子どもの権利に関する相談事業である「あらかわ
子どもほっとらいん」の周知を強化するなど、子どもの権利を擁護する環境整備のさらなる充
実を図る。 

 
（７）ひとり親家庭の支援 １８９，０７０千円 

ひとり親あるいはこれからひとり親になる保護者から、経済的困窮や就労・資格取得、住ま
いなどの相談を受けて様々な支援策につなげるほか、養育費履行確保に向けた公正証書等作成
費用の助成を行うなど、ひとり親家庭等の生活の安定や自立に向けた支援を行う。 

 
（８）認証保育所運営支援のさらなる充実 充  １６，７５９千円 

認証保育所に対し、嘱託医手当助成や食育推進等対策費、障害児受入加算、高齢者等活躍推
進加算等を新たに実施することで、認証保育所に通う子どもたちの保育環境と施設の安定的な
運営に向けた支援のさらなる充実を図る。 

 
（９）学童クラブ・にこにこすくーるの充実 充  １，６３９，３０１千円 

保護者の就労等により、放課後に適切な保護を受けられない児童に対し、遊びと生活の場を
提供するため、学童クラブ事業を実施する。 

増加する学童クラブ需要に対応するため、８年度から開設する峡田小学校増設校舎内の（仮
称）峡田小学童クラブの開設準備を進める。 

また、保育の質向上のため、区職員による学童クラブへの巡回指導を定期的に実施し、事業
者との連携強化を図る。 

にこにこすくーる（放課後子ども教室）においては、就労している保護者支援として、学校
長期休業期間中の朝時間の受け入れをすべてのにこにこすくーるで実施する。 

 
（１０）若者相談支援体制の充実 充  ３３，０８５千円 

若者が抱える様々な相談を受付け、悩みに応じた適切な支援機関につなぐワンストップ相談
事業若者相談「わっか」専用のＬＩＮＥアカウントを開設し、相談のハードルを下げ、より多
くの若者が気軽に相談できる環境を整備する。 
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（１１）荒川遊園のさらなる来園者増に向けた取り組み ９３６，７３２千円 
園内環境の改善やスタッフの接遇力の向上を図るとともに、イベントやサービスの拡充に努

めることにより、いつ来ても安全で満足していただける遊園地の実現をめざす。加えて、ＳＮ
Ｓ等を活用した効果的な広報活動の展開により、新たな来園者リピーターを獲得していく。 

 
（１２）児童虐待防止対策事業の推進 １，７１６千円 

子ども家庭総合センターを中心とした要保護児童対策地域協議会のネットワークにおいて、
警察、小中学校、就学前施設や子ども食堂等、地域における関係機関や団体との連携を一層強
化し、支援が必要な子どもや困難を抱える家庭の早期発見に努めるとともに、迅速な支援につ
なげることで、児童虐待防止及び子どもの権利擁護を図る。 

また、広く区民に対し児童虐待防止を含めた子育て支援策に関する各種事業の普及啓発を行
い、子どもと家庭を孤立させることなく、地域ぐるみで子どもを育てることを目指す。 

 
（１３）小児インフルエンザ予防接種の無償化 新 ９３，０３６千円 

社会全体で子育て支援の充実を図るよう取り組んでいる状況などを総合的に判断し、子育て
世代の経済的負担を軽減するため、生後６か月から中学校３年生までのインフルエンザ予防接
種の費用を原則無償化する。 

 
（１４）妊娠期から子育て期の切れ目ない支援 ３２７，１３３千円 

すべての妊産婦、その配偶者等が安心して出産育児に臨めるよう、面談や継続的な情報発信
等を行うことを通じて、出産・育児等に関する必要な支援につなげる。 

さらに、妊娠前期・後期（ゆりかご面接）、出産後（新生児訪問）、育児期（１歳６か月健診）
において、カタログギフト配布もしくは現金給付の経済的支援を一体的に行うことで、切れ目
のない包括的な伴走型相談支援を実施する。 

 
（１５）乳幼児健診の実施 ６８，３６９千円 

健康診査をきめ細かく実施することで、疾病等の早期発見に努め、養育者への適切な情報提
供や保健指導により育児不安の解消を図る。 

 
（１６）学校給食の無償化 充  ９０６，５９５千円 

子どもたちに必要な栄養を満たした質の高い学校給食を安定的に提供するため、区立小中学
校における学校給食の無償化を継続する。 

学校給食の無償化により、子どもたちの健やかな成長を支援するとともに、給食単価を拡充
することにより、物価高騰等への対応に加え、栄養バランスや給食内容の拡充も図る。 

  

2 子育て教育都市 2 子育て教育都市 



 

4 
 

（１７）区立小学校全児童への防災キャップの配備 新 ５０，２７０千円 
災害時に火災や落下物から守るため、区立小学校全児童へ、耐火性と耐衝撃性の両方を兼ね

備え、発災時に児童自ら簡単に装着できる防災キャップを配備する。 
 

（１８）ハートフル日本語適応指導 ２２，２９５千円 
区立小学校・中学校・幼稚園・こども園に在籍する日本語指導が必要な児童・生徒・園児に

対して、日本語初期指導を行い、学校生活や社会生活にスムーズに適応できるよう支援する。 
また、特に継続指導が必要な小学５・６年児童及び中学校生徒を対象に、補充学習教室を実

施する。 
 

（１９）防災ジュニアリーダーの育成 ２，３８８千円 
区立中学校における「荒川区中学校防災部」の活動を通じ、中学生に「助けられる人から助

ける人へ」という意識や思いやりの心の醸成を図り、将来、防災活動のみならず、地域活動に
貢献できる防災ジュニアリーダーを育成する。 

 
（２０）区立学校等における補助教材の一部及び遠足・修学旅行費用等の無償化 新  
 ５４９，２２３千円 

区立学校及び特別支援学校に通う児童生徒の保護者が負担をしている補助教材費用の一部、
遠足・校外学習及び宿泊を伴う行事（修学旅行・清里下田移動教室・下田臨海学園）の参加費
用等について、公費負担とすることにより教育費に関する保護者の負担軽減を図る。 

 
（２１）エデュケーション・アシスタント配置事業 新  １４９，２７７千円 

外部の人材を積極的に教育活動に取り入れ、社会全体で子どもたちを支えていく視点から、
区立小学校第１～３学年を対象に、担任の業務を補佐する支援員（エデュケーション・アシス
タント）を各校１人配置する。 

外部人材に学習指導の補助、登下校見守り、子どもからの相談対応等、学級担任補助業務を
担ってもらうことで、一人一人に合わせたよりきめ細かい支援を行い、児童が安心して学校生
活を送れるように支える。 

さらに、教材作成や制作物の掲示等、学校の様々な業務に携わってもらうことで、授業の質
の向上、教員の負担軽減及び学校の組織体制の充実を図る。 
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（２２）区立中学校における基礎学力向上事業 充  ２５，３７２千円 
区立中学１年生を対象とし、夏季休業期間を中心に各生徒の学習到達度に合わせた補習の機

会を設け、誰一人取り残さない学びを実現する。 
さらに７年度からは、放課後に授業以外で実施している補充学習「あらかわ寺子屋」につい

て、学習内容がより専門的となる中学校において外部委託化し、指導のノウハウを持った講師
を各校へ派遣する。個に応じた適切な指導を充実させ、主体的学習習慣の定着を図り、基礎的
基本的学力の向上を目指す。 

 
（２３）タブレットＰＣを活用した学校教育の充実 充  ５０２，５５８千円 

児童生徒の理解力に応じた個別学習をより効果的に行い、基礎的な学力を定着させるため、
タブレットＰＣ１人１台体制の下、児童生徒が自ら意欲的に学べるデジタル教材の活用や、学
校でも家庭でも学ぶことができるオンライン学習のための環境整備を推進する。 

令和７年４月からはタブレットＰＣや利用するアプリケーションを更新し、各学校において
より一層活用が進むよう研修や活用事例の共有を行う。 

「情報教育アドバイザー」についても、派遣回数を拡充し、教員に対しＩＣＴ機器を効果的
に活用した授業の進め方などに関するアドバイスを行うことで、ＩＣＴ教育全体にかかる学校
支援を充実させる。 

 
（２４）小中学校英語教育の充実・強化 １２１，３３８千円 

英語による実践的なコミュニケーション能力を身に付けられるよう、小学１年生から英語の
授業を実施する。 

また、全小中学校に外国人英語指導員（ＮＥＡ※）を配置し、英語の授業に加え、学校生活
の中で児童生徒が外国人英語指導員と会話する機会を増やすことにより、総合的な英語力を育
成する。 

小学６年生全児童が体験型英語学習施設での英語学習体験を実施し、これまで学んできた英
語を用いて自ら発信し、自信をもたせることで、中学校に向けた英語学習意欲を向上させる。 

※ＮＥＡ…Native English-Speaking Assistant の略称 
 

（２５）英語検定受検料補助 ３，９５７千円 
希望する区立中学３年生を対象に、授業との関連性が高く、英語の４技能である「聞く・話

す・読む・書く」の習得を客観的に捉えることができる実用英語技能検定の受検費用の補助を
行う。意欲ある生徒の受検機会を保障し、英語力の育成につなげる。 
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（２６）算数・国語大好き推進事業 ６６，２０３千円 
小学１・２年生を対象に、学びの基礎となる算数と国語の授業に担任の補助として、ティー

ムティーチングを行う指導員を配置することにより、一人一人の子どもの状況に応じたきめ細
かい指導を実施し、確かな学力の定着を図る。 

 
（２７）学校パワーアップ事業 １０３，３９６千円 

確かな学力の定着・向上や各校の教育目標の実現に向け、校長の予算裁量を拡大し、教育活
動の活性化を図っている。各校が「学力向上マニフェスト」を作成し、保護者・区民に明らか
にするとともに、その結果を公表する。 

また、各学校の特色ある教育活動をより充実・活性化させるため、「こころとからだの健全
な育成」「体験的な学習活動」の推進等の観点から、各校の創意工夫にあふれる教育活動を支
援する。 

 
（２８）教育相談体制の充実 充  １７２，５２０千円 

児童生徒の問題行動の減少や不登校問題、家庭環境等の課題解決（ヤングケアラー等の支援
を含む）を図るため、教育と福祉の両面に専門性がある「スクールソーシャルワーカー」を増
員し、拠点となる各小中学校へ配置するとともに定期巡回をする等、さらなる教育相談体制の
充実を図る。 

併せて、心理専門相談員による幼稚園並びに小中学校に対する巡回相談を継続して実施する。 
さらに、全児童生徒のタブレットＰＣに「心の健康観察アプリケーション」を導入し、児童

生徒の心の状態やＳＯＳを教職員等が早期に把握し、学校と関係機関等が迅速に連携しながら
諸問題の未然防止に向けた取り組みを一層強化していく。 

 
（２９）不登校児童生徒への学びの機会の確保 充  ３７，５７２千円 

生活指導上の課題を抱える子どもたちに対してアウトリーチや別室見守り等を行うために、
登校サポートスタッフの各校配置を継続して行う。７年度は、配置時数を増やし、教職員等に
よる支援体制を更に強化する。 

また、フリースクール等に通う児童生徒に対する利用料補助により、その保護者等への経済
的支援を実施し、子どもたちの学びの確保支援体制を拡充する。 
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（３０）学校読書活動の支援・推進 ２３０，２４０千円 
児童生徒の読書活動及び学習活動を支援するため、蔵書の充実・更新を図る。 
また、全小中学校に、専門的な立場から学校図書館の運営や読書活動等を推進する学校司書

を配置するほか、小学校の大規模校に学校図書館補助員を、教育センターに学校図書館に関す
る高度な専門性と識見を有する職員を配置する。学校の読書活動や家族とともに取り組む「家
読（うちどく）」の実践を支援するとともに、司書教諭と学校司書が連携した授業での学校図
書館の活用を全小中学校において実践する。 

さらに、荒川区版「推薦図書リスト」を全小中学校に配付し、学校図書館の豊富な蔵書を生
かした読書活動を一層推進するとともに、「荒川区図書館を使った調べる学習コンクール」や
「あらかわ小論文コンテスト」を実施するなど、国語力の向上を図る。 

 
（３１）特別支援教育の推進 ８８０，１７４千円 

特別支援学級や通常の学級に在籍する特別な支援が必要な児童生徒の学校生活や学習活動
の支援を行う支援員や補助員・介助員を配置し、安定的な支援体制の構築を図る。 

また、医療的ケア児の受入体制整備、区立幼稚園及びこども園への通園時送迎支援体制の整
備、特別支援教育アドバイザーによる巡回相談の充実、特別支援学級の施設改修など教育環境
の充実を図る。 

 
（３２）ワールドスクール １４，５０２千円 

英語教育の一環として、小学６年生の児童が清里高原ロッジ・少年自然の家において、外国
人英語指導員との共同生活を行うことにより、授業で学んだ英語に慣れ親しむとともに、生活
に密着した英語力を培い、国際コミュニケーション能力の向上を図る。 

また、中学生は、特別区全国連携プロジェクトで連携している秋田市の協力の下、公立大学
法人国際教養大学における「イングリッシュ・ビレッジ」のプログラムに参加し、豊かな価値
観の形成とコミュニケーション能力の一層の向上を図る。 

 
（３３）教育ネットワークシステムの運用 １０７，２３９千円 

高速通信回線を使用した教育ネットワークの環境を活用し、教科指導におけるＩＣＴ活用、
校務の効率化、情報セキュリティの強化等によって、教育内容の質の向上を図る。 

 
（３４）中学校部活動の「地域連携」の取り組み 新 ５，７３１千円 

部活動の「地域連携」の取り組みを推進するため、モデル校となる中学校１校を選定し土曜
または日曜日における地域連携モデル事業を開始する。 

  

2 子育て教育都市 2 子育て教育都市 
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（３５）区立幼稚園のお弁当給食 ２６，２１９千円 
給食の提供により、いろいろな食との出会いを通じて園児の食への興味を高め、園児の健や

かな成長につなげ、幼児教育の充実を図る。 
 

（３６）青年の地域活動支援の充実 充  ２，６７４千円 
青年たちの地域活動をさらに活性化し、新たな地域活動のリーダー発掘・育成につなげるた

め、活動の「始めの一歩」を支援するとともに、区内及び他地域の交流・連携促進を図る。 
 

（３７）家庭教育・地域の教育力向上の支援 ４，１３６千円 
子育ての不安・負担感の軽減や「親育ち」につながる学習機会の提供、地域の教育力向上の

ため、動画配信やオンライン講座等の手法も活用しながら家庭教育学級・地域子育て教室等を
実施する。 

加えて、子育てサークルや保護者会等が実施する自主的な講座等に対する支援を行う。 
 
 

 



 

 

 

 

 

 

荒川区の保育定員等と令和7年4月の認可保育所入所審査結果について 
 

１ 保育定員等の推移 

（各年4月1日現在） 

  R2年 R3年 R4年 R5年 R6年 R7 年(見込) 

就学前児童人口 （①） 10,362 9,968 9,492 9,281 9,027 8,862 

保育定員   6,240 6,420 6,462 6,414 6,368 6,303 

保育利用児童数 （②） 5,744 5,703 5,589 5,702 5,718 － 

保育利用率 （②/①） 55.4% 57.2% 58.9% 61.4% 63.3% － 

※就学前児童人口のR7年は、令和7年2月1日現在 

 

○就学前児童人口は、平成30年以降減少傾向であり、令和6年4月は前年比254人減の9,027人となっ

ている。 

○一方、保育利用率については、令和6年4月は63.3％と前年比1.9ポイント上昇し、引続き上昇が見

込まれる。 

 ○令和7年4月の保育定員（認可保育所、地域型保育事業、認証保育所、保育ママ）の見込みは、6,303

人と昨年比で65人減少した。 

 

 

２ 令和7年4月の認可保育所入所審査結果（1次審査終了時点） 

 

年齢 
入所枠 
(審査時点) 

 
申込者数 

  
承諾者数 

 
不承諾者数 

  

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 

0歳児 416 0 383 6 346 23 37 ▲17 

1歳児 593 6 722 ▲49 566 ▲15 156 ▲34 

2歳児 165 ▲5 196 49 157 31 39 18 

3歳児 165 1 100 ▲11 84 ▲13 16 2 

4歳児 129 4 14 ▲12 12 ▲12 2 0 

5歳児 123 ▲35 9 1 6 ▲1 3 2 

合計 1,591 ▲29 1,424 ▲16 1,171 13 253 ▲29 

 

 ○申込者数は前年比16人減の1,424人となった。 

○承諾者数は前年比13人増の1,171人に、不承諾者数は前年比29人減の253人となった。 

 

 

３ 今後の対応策 

 

 ○保育需要の地域差や変動に対応するため、保育園の運営事業者と協議のうえ定員の調整を行う。 

 

令和7 年3 月２５日
令和6 年度第３回

荒川区子ども・子育て会議

資料 ２ 



          令和7年3月25日
          令和6年度第3回

      荒川区子ども・子育て会議

1 南千住第一

2 南千住第二

3 南千住六丁目 126 110
4 汐入 90 110
5 二瑞小 60 70
6 汐入小 142 130
7 汐入東小 67 90
8 花の木 60 60
9 峡田 69 60
10 二峡小 51 70
11 三峡小 41 35
12 赤土小 99 70
13 九峡小 54 60
14 四峡小 91 70
15 五峡小 85 90
16 七峡小 49 70
17 大門小 87 80
18 熊野前 19 50
19 尾久小 89 80
20 西尾久 74 100
21 尾久 19 40
22 尾久西小 83 70
23 東日暮里 24 40
24 六日小 47 60
25 ひぐらし小 110 100
26 ひぐらし 49 80
27 三日小 91 90
28 二日小 76 90

合計 1,965 2,095

113 120

令和7年度学童クラブ利用申請児童数【一次募集】

申請児童数 定員

資料 ３



 

 荒川区子ども・若者総合計画の策定について 

件 名 荒川区子ども・若者総合計画の策定について 

ポイント 
荒川区子ども・若者総合計画について、パブリックコメント及び子どもの意見

聴取の実施結果を踏まえ、策定したため報告する。 

内 容 

 

１ パブリックコメントの実施状況 

（１）実施期間 

   令和６年１２月１１日（水）から１２月２７日（金）まで（１７日間） 

（２）実施方法 

計画素案の全文及び概要版について、荒川区役所（子育て支援課及び 

  情報提供コーナー）において閲覧に供するとともに、区ホームページ、区報、

ＳＮＳ（Ｆａｃｅｂооｋ、Ｘ（旧Ｔｗｉｔｔｅｒ）、ＬＩＮＥ）のほか小・

中学校や高校、幼稚園・保育園や民生・児童委員等の子どもの支援に関わる

団体への周知を行った。 

（３）意見総数 

４６件（２１名） 

（４）意見の内訳、概要及び意見に対する区の考え方 

詳細は、別紙「荒川区子ども・若者総合計画（素案）に対するパブリッ 

クコメント等の実施結果」のとおり 

（５）パブリックコメントへの対応 

   いただいたご意見のうち、「新たに計画へ意見を反映する」を荒川区子ど 

も・若者総合計画へ反映した。 

（６）計画案の修正 

   パブリックコメントの意見をもとに、素案を以下のとおり修正した。 

①ニーズ調査結果のグラフの修正 

（Ｐ．６４、７６、７７、８０、９１、１００） 

「第４章 ニーズ調査結果」の第２節「調査結果の要約」に示す、グラフ 

の一部の縮尺を揃え、体裁を整えた。 

 ②子どもの権利普及啓発事業の内容の修正（Ｐ．１２９） 

  「第５章 荒川区子ども・若者総合計画の展開」の「第３節 荒川区子ど 

も・若者総合計画における政策・施策」における「子どもの権利普及啓発 

事業」の「内容欄」の文言を修正した。 

 ③あらかわキッズ・マザーズコール２４の事業名の変更（Ｐ.１３７・１４７） 

「第５章 荒川区子ども・若者総合計画の展開」の「第３節 荒川区子ど 

も・若者総合計画における政策・施策」における「あらかわキッズ・マザー 

ズコール２４」の「事業名欄」を修正した。 

 

資料 ４－１ 

令和７年 3 月２５日 
令和６年度第３回 

荒川区子ども・子育て会議 

【裏面あり】 



内 容 

（続き） 

 ④学習支援事業（学びサポートあらかわ）の内容の修正（Ｐ．１７９） 

  「第５章 荒川区子ども・若者総合計画の展開」の「第３節 荒川区子ど 

も・若者総合計画における政策・施策」における「学習支援事業（学びサ 

ポートあらかわ）」の「内容欄」の文言を修正した。 

⑤ＰＤＣＡサイクルに基づく計画の点検・評価実施の文言の修正 

（Ｐ．２３０） 

  「第６章 荒川区子ども・若者総合計画の推進に向けて」の「第２節 計画 

の点検・評価の実施」の文言を修正した。 

２ 子どもの意見聴取の実施状況 

（１）実施期間 

   令和６年１２月１１日（水）から１２月２７日（金）まで（１７日間） 

（２）実施方法 

計画素案のうち、子どもに特に関係する「基本目標１」についての概要 

版を、区立小学校５年生及び区立中学校２年生の子どもに周知し、意見を 

聴取した。 

（３）意見総数 

１，７７３件（１，７０２名） 

＜内訳＞  

 小学５年生 １，０１８件（人数 ９６４名） 

   中学２年生   ７５５件（人数 ７３８名） 

（４）意見の内訳、概要及び意見に対する区の考え方 

詳細は、別紙「荒川区子ども・若者総合計画（素案）に対するパブリッ 

クコメント等の実施結果」のとおり 

（５）子どもからの意見への対応 

   いただいたご意見のうち、「新たに計画へ意見を反映する」を荒川区子ど 

も・若者総合計画へ反映した。 

（６）計画案の修正 

子どもからの意見をもとに、素案を以下のとおり修正した。 

 ①子どもの権利普及啓発事業の内容の修正（Ｐ．１２９） 

  「第５章 荒川区子ども・若者総合計画の展開」の「第３節 荒川区子ど 

も・若者総合計画における政策・施策」における「子どもの権利普及啓発 

事業」の「内容欄」の文言を修正した。 

 ②子どもの相談窓口一覧の掲載（Ｐ．３０２～Ｐ．３０４） 

  荒川区子ども・若者総合計画の「資料編」に「子どもの相談窓口」を 

掲載した。 

＜主管部課＞子ども家庭部子育て支援課 


